




























































1） Lawler（1996）の主張に対して，Hofrichter ＆ Spencer（1996）が Compensation & Benefits Reviewの同じ
号で反論している．
2） これは一般に，「電産型賃金体系」と呼ばれる．

























































































































































社名 導入時期 目的 対象
ソニー 1995年 新卒採用 新卒者
アサヒビール 1999年 人材育成・任用 全社員 4,300人のうち工場従業者を除く 3,000人
ユニチャーム 2000年 4月 任用役員候補
者の人材育成
管理職（300人強）
デイトナ 5） 2000年 3月 評価 一般社員（40人）＋管理職（30人）
ギャガ・コミュニ
ケーションズ




NEC 2000年10月 評価・任用 組合員 3万人（2002年 4月からは管理職にも拡大）
アドバンテスト 2000年10月 評価 組合員（全従業員の 70％）
JTB 2001年 4月 評価 役員を除く全社員
味の素 2000年 4月 評価 管理職（2001年夏から組合員にも拡大）
東急車輛製造 1999年 4月 評価 全社員
日興證券 2001年 4月 任用 全社員
TIS 2001年10月 任用・評価 全社員
サッポロビール 2002年 1月 評価 管理職（700人），2003年 3月から
一般社員の総合職 1,000人にも拡大）
ワールド 2002年 4月 評価・任用 管理職（400人），一般社員及び
グループ会社には 2004年春から拡大）
曙ブレーキ 2003年 4月 評価 工場勤務の一般社員
東京電力 2002年10月 評価 支社・支部の営業部門のグループマネジャー
（課長職）350人
東急電鉄 2004年 1月 評価 管理職 250人
大日本印刷 2004年 5月 評価 技術職の専門職
出所：日本経済新聞・日本産業新聞・ヒアリング等を元に筆者作成．
5） 静岡県の二輪車交換部品メーカー．


































































7） C社から提供された資料及び 2004年 11月 5日のインタビューに基づく．































8） コンパックコンピュータ（当時）の伊藤哲郎取締役人事総括本部長による．日本産業新聞 2000年 4月 5
日朝刊 22ページ．
9） 原井（2002）,『労政時報』第 3404号，1999年 7月 2日などを元に既述．
10） 市場価格を基にした給与決定．
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Competency in Japan
— Modeling and Introduction —
Naoe IMURA
ABSTRACT
This paper presents an analysis of the use of competency by Japanese companies. The purpose of 
the use of competency by Japanese companies is divided into two groups: as payment system and as 
learning system. Many Japanese companies, as well as US companies, use seminormal HR system for 
market reference payment. However, more Japanese companies begin to draw their own competency 
models which adjust their strategies and corporate philosophy. This paper catch-ups the current state of 
the Japanese companies regarding competency system.
